
環境にイイこと、プラス。 食品廃棄物リサイクルシステム

●調理クズ・魚アラ・売れ残り・
　残飯などから異物を排除し分別、
　計量する
　・分別マニュアルの作成
　・従業員・テナントへの教育の徹底

●食品循環資源の品質を
　確保するために、適正に保管する
　・廃棄物庫の整備（清掃・冷蔵施設）
　・保管容器の整備（分別容器・洗浄）

●品質の高い再生製品（堆肥・飼料）
を製造する

　原料である食品循環資源・製造方法・
施設・保管の基準作成と監視

●農業生産者のニーズにあった
　再生製品を製造する
　再生製品の販売先を確保し、農業生産
者とパートナーシップを図る

●トレーサビリティの確立
　（生産者の顔の見える農産物）
　農業生産者の生産技術と適正な再生製
品（堆肥・飼料）によって、安全安心な
農産物を提供してもらう

現在日本では、食料自給率が40％に満たない状況でありながら、毎日大量の未利用食品が廃棄されています。
これらの食品廃棄物の発生抑制と循環資源として再生利用するために、ユニーでは食品リサイクル法を遵守し、
食品廃棄物をできるだけ発生させない取り組みと、循環型農業による「食品リサイクルループ」の構築に努めています。

食品廃棄物リサイクルシステム

リサイクルループを構成するパートナーシップ

リサイクルループを構築するために

　私達がそれぞれの役割を果たすことによって、リサイクルの環が
完成します。食品をムダにせずに、ゴミも減らすことができる、地
球にやさしいライフスタイルです。「安全安心で新鮮、そしておい
しい」、作った人の顔が見える農産物をお客様にお届けすることが、
ユニーの役目と考えています。

食品廃棄物発生とリサイクル実績
　ユニーでは全店舗で廃棄物の分別計量を行うことで、廃棄物の総排出量は毎年削減できています。食品廃棄物についても、商品の廃棄ロス
削減に取り組み、毎年削減しています。また、食品リサイクルループの構築を店舗所在地でそれぞれ進めており、2011年には16県下12ルー
プが完成、リサイクル量も年々増加し、リサイクル率も向上しています。
　エコ・ファーストの約束では店舗営業所所在地全てでリサイクルループを構築するとしています。現在、食品リサイクルループを構築できてい
ない県下においては、再生利用事業者・農業生産者とのパートナーシップにより農畜産物を店舗で販売する取り組みを進め、2013年3月末ま
でに食品リサイクルループの構築を目指しています（福島県を除く）。

　店舗の所在地で「地域循環型食品リサイクルループ」を構築し、地域の再生利用事業者や農業生産者とパー
トナーシップを図っていくことがユニーの方針です。パートナーを探すために、紹介者（もしくはコーディネー
ター）が必要になります。パートナーシップで最も重要な要素は、お互いの食品リサイクルに対するポリシーが
合っていることです。
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食品残さをリサイクルするためにパートナーを探す リサイクル農作物を販売

　2001年にユニー環境部が設立された時点で、食品リサイクル法はすでに施行されており、食
品関連事業者は業種の区別なく、20％以上リサイクルなどの実施が義務付けられていました。
ユニーはこの数値を達成するために、「食品リサイクルの方針」を決めました。食品リサイクルの
方法として、環境負荷の少ない、経済的に負担が重くなく、持続可能なものを構築してきまし
た。特に再生品・農畜産物を自社で販売するリサイクルループの構築にこだわっています。
　その後2007年に食品リサイクル法が改正され、新たに小売業45％というリサイクル率目標が
設定され、さらに取り組みの強化を図りました。食品リサイクルは、自然環境や生物多様性を保
全し、持続可能な地域循環を目指すものです。

食品廃棄物発生抑制への取り組み
　2007年の食品リサイクル法改正では、「食品関連事業者において
は、食品廃棄物等の発生抑制を最優先で取り組むもの」と位置づけ
られ、2012年の見直しでは、「業界区分の細分化と各々の発生率の
目標値」が設定されました。
　小売業における食品廃棄物は、販売前に発生するキャベツの外葉
や魚のアラなどの非可食品と、「売れ残り」「食べ残し」などの可食品
があり、後者は消費者行動に関係するものが少なくありません。食
品廃棄物の発生抑制を進めるためには、食品関連事業者と消費者が
連携した取り組みが必要です。

安全であり環境負荷が少ないこと。
（大気汚染・水質汚染を予防し、省エネであること）

再生資源として有効であること。
（有価資源になり再廃棄しない）

経費が抑えられること。
（公共処理料金との比較）

継続できる方法であること。
（リサイクルルートが確立していること）

生鮮食品の調理クズ（野菜果物など）、賞味期限切れや飲食の食べ残し

魚のアラ（魚介類の調理クズや内臓・骨）

廃食用油（使用済み揚げ油）

てんかす（フライやテンプラなどの揚げカス）
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リサイクル実績

店舗から発生する食品廃棄物（未利用食品） 排出量（ｔ） リサイクル量（ｔ）

2010年度 2011年度
リサイクル率（%） 排出量（ｔ） リサイクル量（ｔ） リサイクル率（%）

ユニーの食品リサイクル方針

※端数を四捨五入しているため､合計数値と一致しない場合があります

（単位：t）

※2008年にユーストアと合併したため、排出量が増加した

（単位：%）
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エコ野菜売場

リサイクルループで生
産した農作物を販売す
ることを目的としてパー
トナーを探す

再生利用事業者の製造する
堆肥や飼料が、農業生産
者の利用に適した品質かど
うかを確認する。

再生製品（堆肥や飼料）
を利用する農業者を探す

地産地消を前提に、生産技
術の高い農業者に主旨を理
解してもらい、パートナー
になってもらう。

生産された農作物を販
売するために、社内で
検討する

販売計画を立てる前に、農
作物の栽培履歴や品質が
販売基準に達しているかど
うかを確認する。

農業生産者と食品関連
事業者がパートナーシッ
プを図る

販売計画に基づいて生産
計画を検討して、購入契約
を結ぶ。

食品関連事業者はリサ
イクル作物の特徴を消
費者へ充分にアピール
する

売り場にリサイクルループの
主旨説明や生産者の紹介な
どを掲示し、「安全安心な農
作物」であることを明示する。
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日本の食品廃棄物等の利用状況（平成20年度推計）［概念図］

ユニーの店舗から排出される未利用食品（食品残さ）

商品の売れ残り
（生鮮食品・工場製品）

惣菜など製造・飲食の廃食用油

調理・パック詰・青果の調理クズ・
魚のアラ・精肉クズなど

食品の食べ残し

市場や生産地から生鮮食品が搬入され、
売り場に出すために調理するときに排出
される食品残さ

飲食店などでお客様が残した食品残さ

総菜やパンなど店内で製造する際、飲食
店で調理する時に排出される使用済み廃
食用油

食
用
仕
向
量
（
8
、6
7
2
万
t
）
粗
食
料
+
加
工
用

■資料：●「平成20年度食料需給表」（農林水産省大臣官房）　●「平成22年食品循環資源の再生利用等実態調査報告（平成20年度実績〈推計〉）」（農林水産省統計部）　●「平成21年度食品ロス統計調査」（農林水産省
統計部）※隔年調査のため20年度実績なし　●「一般廃棄物の排出及び処理状況、産業廃棄物の排出及び処理状況等」（平成20年度実績、環境省試算）を基に食料産業局において試算の上、作成
※1．いわゆる「食品ロス」。うち可食部分と考えられる量（500万～900万トン）　※2.「エネルギー等」とは、食品リサイクル法で定めるメタン、エタノール、炭化の過程を経て製造される燃料及び還元剤、油脂及び油脂製品である。
※3.  「その他（セメント等）」とは、食品リサイクル法で定める再生利用手法以外のもので、セメント、きのこ菌床、暗渠疎水材、かき養殖用資材等である。
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食品廃棄物等排出量
［発生量－減量量］
（2,051万t） 事業系廃棄物

779万t
うち可食部分と考えられる量

［規格外品、返品、売れ残り、食べ残し］
（300万～500万t）

有価取引される製造副産物
※大豆ミール、ふすま等

1,272万t

家庭系廃棄物
1,072万t

うち可食部分と考えられる量
［食べ残し、過剰除去、直接破棄］

（200万～400万t）

①食品関連事業者
　●食品製造業
　●食品卸売業
　●食品小売業
　●外食産業

②一般家庭

●飼料化： 1,120万t
●肥料化： 284万t
●エネルギー等※2： 93万t
●その他（セメント等）※3： 56万t

食品リサイクル法における食品廃棄物等

再生利用　1,553万t

再生利用（肥料・エネルギー等）
55万t

●熱回収： 56万t
●焼却・埋立： 442万t

焼却・埋立　498万t

焼却・埋立　1,017万t

食品由来の廃棄物※1　1,851万t

再生利用製品（堆肥
や飼料）を使って農
畜産物（野菜や果物、
豚肉など）をつくる
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